
薬事日報　薬学生新聞

　文部科学省の薬学系人材
養成のあり方に関する検討
会は８月16日、６年制課
程における薬学部教育の質
保証に関する取りまとめ案
を概ね了承した。学部・学
科の新設等の抑制を制度化
するため、文科省は関連告

示の改正案を中央教育審議会等に諮
った上で、年度内に改正したい考え。
薬剤師の地域偏在を考慮した例外措
置の具体的期間も制度化と合わせて
明示することにした。
　この日の検討会で示された取りま
とめ案では、６年制薬学部・学科
の新設、収容定員増を抑制する方
針を明記。速やかに制度化を進め
る一方、薬剤師不足など将来的な
人材養成の必要性を示し、他の都
道府県と比べて薬剤師確保が必要な
地域は例外として取り扱うとしてい
る。例外措置は「一定期間認める」
とした。
　委員からは、学部・学科の新設等
を抑制する方針の制度化を明記した
ことを中心に、取りまとめ案を評価
する意見が相次ぎ、概ね了承された。
　田尻泰典委員（日本薬剤師会副会
長）は制度化の実施時期、地域偏在
を考慮した例外措置の具体的期間が
明記されていない点を指摘した。

　文科省高等教育局医学教育課は
「今年度中に制度化が実現するよう
準備を進めたい。早ければ2023年
度申請、25年度設置の大学から適
用することを目指す」と回答。例外
措置の適用期間についても、制度化
の過程で検討した上で明示すること
とした。
　一方、例外措置について、田尻氏
は「薬学部のない県に新設しても卒
業生がその県にとどまるには何らか
の方策がなければ難しい」と指摘。
奥田真弘委員（大阪大学病院薬剤部
長）も「地方自治体と大学の連携が
大事だが、自治体は薬剤師の偏在に
ついては十分な情報を持っていな
い。自治体における偏在状況をしっ
かりと把握すべきとの記載が必要」
と訴えた。
　柳田俊彦委員（宮崎大学医学部看
護学科長）は、地域偏在の解消策と
して、卒業後に当該地域で必ず就職
することを学生に誓約書として記入
させるルールを定めることを求め
た。
　学生が地域にとどまるための方策
として、文科省は「当該地域で従事
することを学生と大学の間で取り決
めた地域枠の設定が有効」との考え
を示した。

（2022年８月19日掲載）

　日本私立薬科
大学協会がまと
めた2022年 度
の私立薬科大学
（薬学部）の入
学志願者数は７
万6625人 と、
前年度に比べて
およそ3000人
増え、８年ぶり
に増加した。入
学定員数で見る
と６年制で５大
学、４年制で１
大学が減少し、
募集数に対する
入試倍率は6.8
倍と前年度の
6.5倍から上昇
した。32大学が前年より入試倍率
が上がっていた一方、入試倍率が３
倍を切った大学は14大学あった。
　調査は私立薬大協加盟の60校（徳
島文理大香川を含む）を対象に実施
されたもの。今年度の定員は１万
1291人と前年度から110人減少。6
年制学科は１万0576人、４年制学
科は715人となった。医療創生大が
30人減、千葉科学大が20人減、帝
京平成大が40人減、北陸大が20人
減、第一薬科大が20人減となり、
４年制でも東北医科薬科大が10人

減となったのが定員減の背景と見ら
れる。
　また、募集数は一般が6871人と
前年から177人減少した一方、推薦
は4321人と36人増加した。
　志願者数は一般が６万2958人（前
年度６万0236人）、推薦１万3667
人（１万3685人）、と合計で７万
6625人と前年度から300人程度増
加した。志願者数は15年度から減
少し、21年度には７万人前半まで
落ち込んだが、今年は８年ぶりにお
よそ3000人の増加に転じた。総定
員数が減少する一方で、志願者数が
増加し、募集数に対する入試倍率は
6.8倍となった。
　入試倍率について見ると、６年制
の一般は9.0倍（8.4倍）、推薦は3.2
倍（3.1倍）、４年制は一般が11.9倍
（11.0倍）、推薦が3.1倍（3.2倍）と
なった。
　入試倍率が平均の6.8倍を超えた
人気のある大学は22校となった一
方、平均倍率を大きく下回り倍率が
３倍に満たなかった大学は14校、
２倍を切った大学は9校となった。
　最も倍率が高かったのは近畿大で
27.0倍（24.5倍）、次いで武蔵野大
16.3倍（18.3倍）、東京理科大16.1
倍（15.3倍）、立命館大15.5倍（10.2
倍）、摂南大14.9倍（16.0倍）とな
った。10倍以上の競争率となった
大学は９校と前年度から３校増え
た。

（2022年８月31日掲載）

　薬事・食品衛生審議会医療機器・

体外診断用医薬品部会は８月17日、
新型コロナウイルス抗原定性検査キ
ットのＯＴＣ化を認め、インターネ
ットでの販売解禁を了承した。承認
を取得している医療用抗原検査キッ
トを一般用検査薬に転用するための
評価指針について部会長一任で取り
まとめ、厚生労働省は各都道府県に

通知を発出した。
　医薬品等安全対策部会安全対策調
査会も同日に開かれ、一般用抗原
検査キットのリスク区分は第１類
に位置づけることが妥当とし、薬
剤師が関与した形で販売を行えるよ
うにする。
　ＯＴＣ化による需要増に対応する
ため、メーカーに対する増産要請

を行い、医療機関向けを最優先と
しつつ、在庫に余裕がある製品を
中心にＯＴＣ用として供給する。
ＯＴＣ化された場合、購入したキ
ットで陽性となった人は、医師が
配置された健康フォローアップセ
ンター等に登録し、健康観察を受け
る。
　安全対策調査会では、一般用とし
て販売するに当たっては薬剤師によ
る適切な指導が必要との意見が相次
ぎ、「第１類」とすることで了承した。
今後、部会での議論を経て告示改正
手続きを行い、販売時の情報提供に
関する留意事項を薬局向けに通知で
発出する予定。

　新型コロナウイルス抗原検査キッ
トをめぐっては、昨年９月に厚労省
が特例で医療用抗原検査キットの薬
局での販売を認める通知を発出し
た。
　ただ、規制改革推進会議では新型
コロナ感染症の緊急対応として、
抗原検査キットのＯＴＣ化が検討
事項として盛り込まれ、８月10日
の厚労省新型コロナウイルス感染
症対策アドバイザリーボードでは医
療現場への供給を優先することを
前提に、ＯＴＣ化に向けて具体的
に検討を進める方向性が確認されて
いた。

（2022年８月19日掲載）

「第１類」で薬剤師が説明
抗原キットのＯＴＣ化了承

中教審など経て告示改正へ
薬学部新設抑制案を了承 入
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